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Abstract:
The purpose of this paper is to understand the impact of the COVID-19 pandemic 
on higher education based on data from various quantitative surveys. Although it is 
difficult to grasp the impact of the pandemic in a comprehensive manner, by 
organizing the collected data from the seven aspects of teaching and learning, 
learning environment, student life, mobility, research, social cooperation, and 
organizational management, we have clarified perspectives that should be considered 
when reconstructing the future of higher education.
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1.　本稿の目的
本稿の目的は、新型コロナウイルス（以下、COVID-19）によるパンデ

ミックが高等教育にどのようなインパクトを与えたのかについて整理し、
高等教育の今後のあり方について検討する際の視座を示すことである。
本特集では、神田外語大学（以下、本学）での具体的な実践について論じ
た論考がまとめられているが、それらの論考に先立ち、本稿ではよりマク
ロな視点から、パンデミックが世界の高等教育に与えたインパクトについ
て概観する。

COVID-19によるパンデミックは現在進行形の事象ということもあり、
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そのインパクトを定量的に把握することは難しい。しかし、世界中で限定
的もしくは断片的に様々な調査が実施されており、それらの結果と関連す
るデータが報告書等の形態で公開されている。 欧州委員会（European 

Commission）の「教育・青年・スポーツ・文化総局（Directorate-General for 

Education, Youth, Sport and Culture: DG EAC）」による報告書（Farnell et al., 2021、
以下 DG EAC報告書）は、パンデミック初期である 2020年前半に実施され
た調査を中心に、欧州及び米国で実施された調査と関連する文献を収集
し、その内容を複数の分野に分けて整理、分析している。
本稿では、同報告書で示された調査及び文献を土台にして、その後に発
表された別の調査と日本におけるいくつかの調査の結果を交えながら、
COVID-19パンデミックが高等教育に与えた影響について分析する。

2.　DG EAC報告書の概要
DG EAC報告書は、主要な資料として大学または大学ネットワークが実
施した 7つの機関調査と、学生団体や研究者が実施した 7つの学生調査、
合わせて 14の調査を取り上げ、それらに加えて関連する 50以上の雑誌記
事、意見書、メディア記事を参照して分析をおこなっている（Farnell et al., 

2021: 20-21, 56-57）1）。
また、同報告書では各種資料からのデータを「教育と学習」「高等教育の
社会的側面」「学生の国際流動性」の 3つの観点から整理している。
「教育と学習」の観点からでは、パンデミック下における授業方法や教
職員を含めた授業支援、学生の学習環境についてのデータがまとめられて
いる。
「高等教育の社会的側面」においては、学生の経済的・精神的な状態や
必要な支援の有無、さらには社会的に脆弱な立場に置かれている属性を有
する学生への対応などについてのデータがまとめられている。
「学生の国際流動性」においては、留学希望の学生への影響、留学中の学
生への対応、国際的な学生募集の実施などについてのデータがまとめられ
ている。
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3.　データの整理方法

3.1.　本稿で示すデータの位置付け
本稿で参照した各種調査は、それぞれが限定的かつ断片的な調査であ
り、サンプルの特性や調査手法がそれぞれ異なっているため、調査結果を
直接的に比較することには適していない。
また、DG EAC報告書をはじめとする各種調査報告書及び文献では、調

査結果（事実）だけではなく、推論や予測、提案などの記述が混在している
ため、本稿ではできるだけ調査結果が量的データとして示されている部分
を抽出して引用している。
なお、データの引用及び参照情報については DG EAC報告書における当

該ページ数に加えて、原著資料の当該ページを付記するようにした。ま
た、一部のデータについては、DG EAC報告書と原著資料との間で異なる
記述があるため、資料間で相違がある場合は末尾の注において補足した。

3.2.　参照した調査及び文献
本稿において参照した各種調査の情報を表 1及び表 2にまとめた。表 1

には当該資料の参照名、調査実施もしくは報告書の発行主体、調査期間、
報告書の発行年月を掲載し、表 2には調査対象と調査への回答数及び報告
書で扱われている内容について、高等教育の機能面から分類して該当する
項目に○印を記した。
表 1　COVID-19パンデミックによる高等教育へのインパクトに関連した量的調

査・文献一覧（その 1）

分類 参照名
調査実施もしくは
報告書発行主体

調査期間 発行年月

A1 Martel （2020a）2） Institute for International 
Education （IIE）

2020年 2月 2020年 3月

A2 Rumbley
（2020）

European Association for 
International Education 
（EAIE）

2020年
2月～ 3月

2020年 3月
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分類 参照名
調査実施もしくは
報告書発行主体

調査期間 発行年月

A3 Inside Higher Ed 
（2020）

Inside Higher Ed （IHE） 2020年 3月と
同年 4月の 2
回3）

2020年 4月

A4 Gabr ie l s  e t  a l . 
（2020）

Erasmus Student Network 
（ESN）

2020年 3月 2020年 4月

A5 Marinoni et al. 
（2020）

International Association of 
Universities （IAU）

2020年
3月～ 4月

2020年 5月

A6 G a t t i  e t  a l . 
（2020）

Coimbra Group 2020年 4月 2020年 5月

A7 Martel（2020b）2） Institute for International 
Education （IIE）

2020年
4月～ 5月

2020年 5月

A8 E u r o p e a n 
Commission - DG 
EAC （2020a）4）

European Commission, DG 
EAC

2020年 4月 2020年 9月

A9 D o o l a n  e t  a l . 
（2021）

European Students’ Union 
（ESU）

2020年
4月～ 5月

2021年 3月

A10 A u c e j o  e t  a l . 
（2020）

Arizona State University 2020年 4月 2020年 8月

A11 Kercher and Plasa 
（2020）

German Academic Exchange 
Service （DAAD）

2020年
4月～ 5月

2020年 6月

A12 Jump （2020） Times Higher Education 
（THE）

2020年 5月 2020年 6月

A13 Aristovnik et al. 
（2020）

European Students’ Union 
（ESU）

2020年
5月～ 6月

2020年 10月

A14 Chirikov et  a l . 
（2020）

Student Experience in the 
R e s e a r c h  U n i v e r s i t y 
Consortium （SERU）

2020年
5月～ 7月

2020年 8月

A15 QS （2020a） Quacquarelli Symond （QS） 2020年 7月 2020年 7月

A16 WonkHE （2020） WonkHE 2020年 10月 2020年 11月
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分類 参照名
調査実施もしくは
報告書発行主体

調査期間 発行年月

B17 M o n t a c u t e  & 
H o l t - W h i t e 
（2020）

T h e  S u t t o n  T r u s t 
（YouthSight社の調査を使
用）

2020年 4月 2020年 5月

B18 E u r o p e a n 
Commission - DG 
EAC （2020b）

European Commission, DG 
EAC

2020年 5月 2020年 5月

B19 M e a n s  e t  a l . 
（2020）

Digital Promise and Langer 
Research Associates

2020年
5月～ 6月

2020年 7月

B20 M a j o r  e t  a l . 
（2020）

London School of Economics 
and Political Science, Centre 
for Economic Performance 
（LSE-CEP）

2020年
9月～ 10月

2020年 10月

B21 QS （2020b） Quacquarelli Symond （QS） 不明5） 2020年 6月

C22 U N E S C O 
（2020）

UNITWIN/UNESCO 2020年 4月 2020年 4月

C23 M a r t e l ,  M . 
（2020c）

Institute for International 
Education （IIE）

2020年 7月 2020年 7月

C24 The Chronicle of 
Higher Education 
（2020）

The Chronicle of Higher 
Education

2020年 10月 2020年（発行
月不明）

C25 U N E S C O 
（2021）

United Nations Educational, 
Scienti f ic  and Cultural 
Organization （UNESCO）

2020年 12月
～
2021年 2月

2021年 6月

C26 Martel and Baer 
（2021）

Institute for International 
Education （IIE）

2021年
4月～ 5月

2021年 6月

D27 文部科学省
（2020a）
（2020b）
（2020c）

文部科学省 2020年
4月 10日
4月 23日
5月 12日

2020年
4月 13日
4月 24日
5月 13日
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分類 参照名
調査実施もしくは
報告書発行主体

調査期間 発行年月

D28 中野ら（2020） 留学生教育学会 2020年 4月～
5月、2020年
7月（追加）

2020年 9月

D29 文部科学省
（2020d）
（2021a）
（2020b）

文部科学省
2020年 8月～ 9月
2021年 3月
2021年 10月

2020年 9月
2021年 7月
2021年 11月

D30 文 部 科 学 省
（2021c）

文部科学省 2021年 3月 2021年 5月

D31 全国大学生活協
同組合連合会
（2021a）
関原（2021）

全国大学生活協同組合連
合会（全国大学生協連）

2020 年 10 月
～ 11月

2021年 3月

D32 全国大学生活協
同組合連合会
（2021b）

全国大学生活協同組合連
合会（全国大学生協連）

2021年 7月 2021年 8月

表 2　COVID-19パンデミックによる高等教育へのインパクトに関連した量的調
査・文献一覧（その 2）

分
　
類

調査対象 回答数
授
業
実
施

学
習
環
境

学
生
生
活

留
　
学

研
　
究

社
会
連
携

大
学
運
営

A1 大学
234大学
米国 43州

○

A2 大学
805大学
欧州 38ヵ国

○ ○ ○

A3
学長・
理事長

172大学（3月）
187大学（4月）
米国

○ ○
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分
　
類

調査対象 回答数
授
業
実
施

学
習
環
境

学
生
生
活

留
　
学

研
　
究

社
会
連
携

大
学
運
営

A4 学生
21,930名
欧州内留学生

○ ○ ○ ○

A5 大学
424大学
109の国と地域

○ ○ ○ ○ ○

A6 大学
33大学
欧州 23カ国

○ ○ ○ ○ ○

A7 大学
599大学
米国 43州

○

A8
学生、
職員

11,978名
○ ○ ○

A9 学生
17,116名
欧州 41ヵ国

○ ○ ○

A10 学生 1,446名 ○

A11
大学の
国際部長

173大学
ドイツ

○ ○ ○

A12
大学
関係者

200名
53カ国

○ ○ ○ ○

A13 学生
30,383名
133ヵ国

○ ○ ○

A14
学生、
大学院生

46,071名
米国 9大学

○

A15 学生
66,000名
198国と地域5） ○ ○ ○

A16 学生
7,273名
英国 121団体

○ ○

B17
大学入学
志望者、
学生

511名（大学入学志望者）、
895名（大学生）
英国

○ ○ ○
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分
　
類

調査対象 回答数
授
業
実
施

学
習
環
境

学
生
生
活

留
　
学

研
　
究

社
会
連
携

大
学
運
営

B18 大学
93大学（欧州の17の大学アライ
アンス）

○ ○ ○ ○

B19 学生
1,008名
米国

○ ○ ○

B20 一般
10,010人
（パネル調査）
英国

○

B21 大学 不明6） ○ ○ ○

C22 大学 793大学 ○ ○ ○ ○

C23 大学 520大学、米国 ○ ○ ○

C24 教員
1,122名（約半数がテニュア） ○

7）

○
7）

○
7）

C25
高等教育
行政機関

57ヵ国
○ ○ ○ ○ ○ ○

C26 大学 414大学、米国 ○ ○

D27
大学、
高等専門
学校

900校（4/10）
804校（4/23）
1046校（5/13）

○

D28
留学担当
教職員

113名
日本

○

D29
大学、
高等専門
学校

1,060校（2020年 8月～ 9月）
1,064校（2021年 3月）
1,158校（2021年 10月）

○

D30 学生 1,774名 ○ ○ ○

D31 学生 11,028名 ○ ○ ○

D32 学生 7,832名、日本 ○ ○ ○
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3.3.　調査及び文献の分類
表 1の「分類」の列は資料の種類（カテゴリ）を示している。Aカテゴリ
の 16調査（A1～ A16）は DG EAC報告書の Table1（Farnell et al., 2021: 20-21）
で示された土台となる調査群である。Bカテゴリの 5調査（B17～ B21）は
カテゴリ Aの調査には含まれていないが、同報告書でなんらかの調査結果
が参照されている調査である。Cカテゴリには DG EAC報告書では参照さ
れていないが、本稿において参照及び引用した 5つの調査報告書（C22～
C26）をまとめた。この中には同報告書が発行された 2021年 4月以降に調
査もしくは発行されたものが含まれており、より最近の状況を把握するた
めに有用な資料が含まれている。最後に、Dカテゴリには、文部科学省な
ど日本で実施された調査をまとめた（D27～ D32）。
なお、表 1,2における資料の並びは、同一カテゴリごとに調査実施期間
が古い順に番号を付記した。

3.4.　高等教育における諸機能による分類
表 2では、高等教育をいくつかの側面に分類して、各種調査が主に対象
としている側面に○印を付した。側面の分類にあたっては、DG EAC報告
書における 3観点を土台にして、本稿では「授業運営」「学習環境」「学生
生活」「モビリティ（留学）」「研究」「社会連携」「大学運営」の 7つの側面
を設定した。
これらの側面以外にも、例えば「学生募集」（A12,A15）や「学生のキャ
リア（就職）」（C25）、「大学院教育」（A6, A14）、「教職員の雇用」（C24, C25）
等、複数の調査において対象とされている共通の側面が存在するが、全体
として該当数が少ないため、今回は独立した側面として取り上げなかっ
た。また、上記の側面以外にも高等教育の諸機能として捉えることができ
る側面が存在していることには留意が必要である。

3.5.　日本からの回答
Aから Cのカテゴリに記載した海外の調査において、日本の高等教育機
関もしくは学生、教職員からの回答が含まれていることが明示されている
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ものはごく僅かである。国際大学協会（International Association of Universities）
による調査（A5）では、全回答 424件のうちアジア・太平洋地域から 13％
（55件）の回答があったことが記載されている。日本の国立大学協会が同
調査の結果概要を和訳して公開しているが、日本からの回答が含まれてい
るかについての言及はない（国立大学協会、2020）。

Times Higher Education（THE）による大学リーダー向けの調査（A12）では、
日本から 14名の回答があったと記されている（Jump, 2020）。

UNITWIN／ UNESCOによる調査（C22）では、世界各国の 793大学から
回答があり、日本から 3大学（神戸大学、名古屋工業大学、島根大学）から
の回答があったことが記されている（UNESCO, 2020: ANNEX III）。
また、ユネスコによる調査（C25）では、各国のユネスコ国内委員会から
当該国の高等教育行政機関を通じて調査が実施され、57ヵ国（アジア・太
平洋地域からは 9ヵ国）の回答があったことが記されているが、その中に
日本は含まれていない（UNESCO, 2021:34）。

4.　各種調査及び報告書で示されたインパクト

4.1.　高等教育へのインパクトとは
パンデミックによる高等教育へのインパクトをどのように定義するかは
難しいが、本稿においては「当該パンデミックによって生じた、大学にお
ける諸活動の変容、及び大学を構成する主要な関係者である学生と教職員
の状況、認識及び行動の変容」という暫定的な定義を用いる。
このようなインパクトは当然ながら、どのような時間的範囲（スコープ）
で事象を捉えるのかによって、その性質や影響力が異なる。

DG EAC報告書では、すでに生じた直接的影響（immediate impact）、現在
から 1年間くらいの短期的影響（short-term impact）、2025年くらいまでの中
期的影響（medium-term）、さらに長期に渡る長期的影響（long-term）という
区分を用いて、高等教育へのインパクトを分析している。
さらに、どのような観点からパンデミックによる高等教育へのインパク
トを整理するのかについても、いくつかのアプローチが考えられる。
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DG EAC報告書や本稿では、高等教育が有するいくつかの機能という側
面からインパクトを整理するが、その他にも高等教育に関わる主要なステ
イクホルダー（学生、教員、職員等）という側面から整理・分析することも
可能であろう。
それでは続く各節において各種調査及び報告書で量的データとして示さ
れたインパクトを一部ではあるが抜粋して記述する。

4.2.　授業へのインパクト
COVID-19パンデミックによる授業への影響については、調査を通じて
多くのデータが収集・公開されている。

4.2.1.　授業の中止・延期
パンデミック初期の段階で生じた授業へのインパクトは、授業実施を中
止もしくは開始時期を延期するという直接的な影響であった。

International Association of Universities（IAU）の調査（A5）からは、パンデミッ
クの影響で一時的な授業中断が世界の各地域で生じていたが、その間にオ
ンライン授業のための準備が進められていたこと、オンライン授業への移
行ができず授業が継続的に中止になった大学はわずかであるが、その程度
には地域差があることがわかる。

2020年 4月までに世界中の高等教育機関の多く（75％8））が教室での授
業を遠隔授業に置き換えた。しかし、注目すべきは、世界レベルでは、
調査対象となった高等教育機関の 4分の 1が、その時点で、教育と学
習を継続するための解決策（遠隔教育や自習）が開発されるまで、ほ
とんどの活動が中断されていたと報告していることである。また、授
業が中止されたと回答したのはわずか 7％だった。（Farnell et al., 2021: 

22 & Marinoni et al., 2020: 24）

授業が中止された高等教育機関の多くは、アフリカ諸国のものであ
る。ヨーロッパの高等教育機関の 85％に対し、アフリカの高等教育機
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関の 29％しか、教育と学習をオンラインで迅速に進めることができな
かった。（Farnell et al., 2021: 22（脚注 3）& Marinoni et al., 2020: 24）

学生を対象にした調査からも、欧州では 2020年 3月辺りに対面授業が中
止となり、代わりにオンラインでの授業を受講することになったとの結果
が出ている。European Students’ Union（ESU）の学生を対象にした調査（A8）
の結果には下記のように記載されている。

オンサイト（教育機関の所在地 /キャンパスで行われる）授業がキャン
セルされたと回答した学生が最も多く（72.61％）、オンサイト授業が
キャンセルされなかったと答えた学生は 3,585人（21.10％）であった。
（中略）アンケートを記入した時点で、キャンパスでの授業が中止に
なった学生のうち、 5～ 7週間前（つまり 2020年 3月）に中止になっ
たと回答した学生が大半（70.78％） を占めている。（Doolan et al. 

2021:13）

日本においても、 2020年 4月のロックダウンと 2020年度の新学期のタ
イミングが重なったため、授業の開始時期を延期するかどうかがパンデ
ミック初期段階における大きな課題であった。
文部科学省の調査（D27）によると、2020年 4月 10日の段階で未回答を

含めた対象となる学校全体の中で 85.8％の大学及び高等専門学校が「授業
開始の延期を決定もしくは検討している」（文部科学省、2020a:1）と回答し
ており、同じく 2020年 5月 12日の 3回目の調査では 86.9％が「授業の開
始時期を延期した」（文部科学省、2020c:1）と回答しており、多くの大学が
授業開始時期を遅らせることでオンライン授業の準備を整えたことが把握
できる。

4.2.2.　オンライン授業への移行
パンデミック初期には世界中で外出制限を伴う措置が取られたため、
キャンパス内での対面授業からオンライン（遠隔）授業への移行が進んだ。
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一方で、授業形態の急激な移行によりオンライン授業のためのインフラ整
備が整わないという事態が生じていたことや、学問分野によっては緊急の
オンライン授業への切り替えが困難であったことが指摘されている。

欧州の高等教育機関の 85％がオンライン授業に切り替え、授業を中断
してソリューションを開発中と回答した機関が 12％だった。（Farnell et 

al., 2021: 22 & Marinoni et al., 2020: 24）

COIMBRAグループの調査によると、グループ内のほとんどの大学が
迅速に対応できたものの、多くの大学が技術やツールの面でオンライ
ン授業を行うための能力に初期の問題があったと報告しており、ま
た、一部の大学では需要の高さによる初期段階での停止が報告されて
おり、オンライン授業を開始した最初の数週間で修正された。（Farnell 

et al., 2021: 23 & Gatti et al., 2020: 18-19）

実用的な要素を持つ分野では、緊急時の遠隔授業への切り替えがより
困難であったという。これらの分野には、特に、実験室へのアクセス
に依存する臨床医学や獣医学のほか、器材へのアクセスが必要な芸
術、音楽、デザインなどの分野や、教育の成功が学生の交流に依存す
る分野が含まれる。（Farnell et al., 2021:25 & Marinoni et al., 2020:25）

日本においても、授業開始時期を延期する一方で、多くの大学及び高等
専門学校が遠隔による授業実施の準備を進めた。文部科学省の調査（D27）
によると 2020年 4月 10日の段階で、「遠隔授業を実施する」と回答した大
学及び高等専門学校が未回答を含めた対象となる学校全体の中で 47.4％、
「遠隔授業を検討中」との回答が 37.0％であった（文部科学省、2020a:3）が、
約 1ヶ月後の 5月 12日時点では、遠隔授業を実施するとの回答が 66.2％、
検討中が 30.5％となり、ほとんどの大学及び高等専門学校が遠隔授業によ
る授業実施を決定もしくは検討していた（文部科学省、2020c:2）9）。
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4.2.3.　オンライン授業の実施形態
COVID-19によるパンデミックは大学キャンパスでの対面授業の実施を
困難にした一方で、いくつか異なる形式のオンライン授業を実施する契機
となった。European Students’ Union（ESU）による欧州の調査（A9）及び世界
全体の調査（A13）10）によると、リアルタイム（同期）型のオンライン授業が
多くを占めていたことがわかる。

・ライブストリーミングによるリアルタイムの講義（74.6％）
・教員から学生へのプレゼンテーション資料の送付（44.5％）
・非同期の録画済み講義をオンラインで利用（32.1％）
・ 非同期で録音した音声講義をオンラインで利用（20.6％）
　（Farnell et al., 2021:25 & Doolan et al., 2021:13-14）

・リアルタイムビデオ講義（59.4％）
・教員から学生へのプレゼンテーション資料の送付（15.2％）
・非同期で録画された講義をオンラインで視聴（11.6％）
・フォーラムやチャットでの文字コミュニケーション（9.1％）
・ 非同期の音声のみ録音された講義をオンラインで利用（4.7％）
（Farnell et al., 2021:25 & Aristovnik et al., 2020:8）

4.2.4.　オンライン授業に対する評価
オンライン授業への緊急的な移行は、学生及び教職員にとって大きな負
担となったが、オンライン授業自体に対する評価は、大学側、学生側とも
に比較的高めである。下記には、大学のリーダー（A12）及び学生（A9）を
対象にした調査結果を引用する。

Times Higher Educationによる大学機関リーダーへの調査によると、200

人の回答者のうち 85％が遠隔授業・遠隔学習への移行は、オンライン
での授業の実施が可能となったことから、成功したと考えている。ま
た、40％がオンライン授業の質はオンサイト授業と同等であると考え
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ており、一方で、移行により質が低下したと考えているのは 19％のみ
であった11）（Farnell et al., 2021: 26 & Jump, 2020）。

キャンパスでの対面授業がなくなってからの講師陣の対応について
は、ほぼ満足している。しかし、ゼミや実習授業の運営に関しては、
満足度が低い12）（Doolan et al., 2021:8）。

日本では文部科学省が 2020年度後期に履修したオンライン授業の満足
度を 5 段階スケールで尋ねたところ、 満足（13.8％）、 ある程度満足
（43.1％）、どちらとも言えない（21.0％）、あまり満足していない（14.9％）、
満足していない（5.7％）という結果であった13）。
但し、上記引用にもあるようにゼミなどの科目種別によって満足度は異
なることや、後述するように学生の学習環境や経済状態によって授業への
満足度は変化することに留意が必要である。

4.2.5.　ハイブリッド型授業の展開
パンデミックへの対応の初期段階に完全オンライン授業が不可能だった
大学や、感染状況が一定程度落ち着き、対面授業が実施可能と判断した大
学の一部は、対面授業とオンライン授業を併用する「ハイブリッド」形式
を取り入れている。
具体的なデータは示されていないが、ユネスコの報告書（C25）によると

「COVID-19が教授と学習に与えた大きな影響は、オンライン教育の増加で
ある。ハイブリッド教育モードは最も人気のある形態で」あり、調査に
「回答したすべての国が、パンデミック中の主要な傾向として、オンライ
ン、遠隔教育、ハイブリッド教育の増加を報告して」おり、「半数以上の国
がハイブリッド型の教育・学習形態をとって」（UNESCO, 2021:2）いるとま
とめている。
また、ドイツの調査（A11）では、2020年夏学期の授業について「ドイツ
では 92％の大学が COVID-19によって学習環境を適応させ、45％がオンラ
イン授業のみ、 47％がハイブリッド形式に切り替えている」（Farnell et al., 
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2021:48 & Kercher and Plasa, 2020:9）と指摘している。
日本では、文部科学省が 2020年度後期に実施した調査（D30）において、

当該学期に履修した科目で「オンラインが多かった（50％～ 80％）」と回答
した学生が 19.9％、「オンラインが半分以下（10％～ 50％）未満」と回答し
た学生が 11.3％という結果になっており、約 3割の学生が全体としてはハ
イブリッド形式で授業を受講していたことがわかる（文部科学省、
2021c:2）。
また、2021年度の前期及び後期の授業実施方針について文部科学省が調
査（D29）した結果では、科目全体の 3割から 7割を対面授業で実施すると
回答した大学及び高等専門学校が、前期は 34.5％、後期は 34.9％であった
（文部科学省、2021a:1と 2021b:1）。

4.3.　学習環境へのインパクト
パンデミックへの緊急対応としてのオンライン授業への移行は、学生の
学習環境にも大きな影響を与えたとともに、学習環境によってオンライン
授業をはじめとする学習行動も大きな影響を受けたことが想定される。ま
た学習機会を提供する教員側の環境の変化にも大きな影響があった。

4.3.1.　オンライン授業の受講環境
European Students’ Union（ESU）による欧州の学生を対象にした調査（A9）
によると、 80.7％の学生がオンライン学習プラットフォームの使用に自信
があると回答し、自信がない回答した学生は 7.9％と少なかった（Farnell et 

al., 2021:28 & Doolan et al., 2021:26）。同じく ESUによる世界全体を対象にし
た学生調査（A13）においても、オンライン授業の受講に必要な学生のコン
ピュータ・スキルは高いことが示されているが、最も高いスキルはメール
やメッセンジャーなどのオンライン・コミュニケーションに関するスキル
であり、それと比較して、ソフトウェアやプログラムの高度な設定をおこ
なうことや、LMSやオンライン・ミーティングを使用するスキルは低めの
結果であることが示されている（Aristovnik et al., 2020:10）。
デジタル機器の所有については、欧州の学生調査（A9）では 89.3％の学生
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が自分のコンピュータを所有していると回答している（Farnell et al., 2021:28 

& Doolan et al., 2021:29）。その一方で、良好なインターネット接続や静粛な
環境を常時確保できていると回答した学生はいずれも 4割前後であった
（Farnell et al., 2021:35 & Doolan et al., 2021:29）。
世界全体を対象にした学生調査（A13）でもコンピュータの所有率はオセ
アニアや北米の学生は 9割を超えるが、大陸間で顕著な差があるという結
果が示されている（Aristovnik et al., 2020:10, 25（Table A2））。
日本では、全国大学生活協同組合連合会の学生生活実態調査（D31）のな

かでオンライン授業時の通信状況について尋ねており、2020年度後期の時
点で「ストレスなく自宅で受講」と回答している学生が 71.9％である一方
で、「断線するが自宅で受講」と回答している学生も 14.1％であり、必ずし
も良好とは言えない環境の中でオンライン授業を受講している学生が一定
割合いることが明らかになった（関原、2021:13）。
これらの結果からわかるように、オンライン授業の学習環境は単にデジ
タル機器の所有の有無や学習者のスキルに依るものではなく、アクセスの
質や空間の物理的特性などによって複合的に構成されるものと言える。

4.3.2.　オンライン授業のための支援
DG EAC報告書によると、ヨーロッパの高等教育機関がパンデミックの
間に、教職員や学生をどのようにサポートしたかについては、あまりデー
タがないと指摘している（Farnell et al., 2021: 23）。
その中で、Gatti et al.（2020）の調査報告書（A6）では、大学が教職員に対
して「ブレンデッド・ラーニングの専門家チーム（ラーニング・デザイ
ナー、アカデミック・カウンセラー、e-メンター、ラーニング・エンジニ
ア）や学内コースなどの支援をおこなった」（Farnell et al., 2021:23 & Gatti et 

al., 2020:19）と報告している。
また、EUの留学プログラム「エラスムス・プラス」に参加している学
生及びスタッフへの調査（A8）では、「71％の参加者は、デジタル学習ツー
ルやプラットフォームが非常にうまく機能していると考えており、同じ割
合の参加者は、指導スタッフやサポートスタッフが活動をうまく運営して
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いると考えている」（Farnell et al., 2021:26 & European Commission - DG EAC, 

2020a:4）と報告されている14）。
欧州では大学間のアライアンス（連携）を活かした支援が普及していた
という調査結果も報告されている。欧州内 17の大学アライアンスに加盟
している大学への調査（B18）によると、「約 80％が COVID-19の影響を緩
和するために、 eラーニングツールやプラットフォームの構築、オンライ
ン試験に関するアドホックなワーキンググループ、教員や学生向けの共同
研修、図書館や研究所による支援、社会活動・支援などの優れた実践や対
策を同盟内で共有した」（Farnell et al., 2021:54 & European Commission - DG 

EAC, 2020b:2）と回答している。
一方、Institute for International Education （IIE）による米国の大学を対象にし
た調査（A7）においては、「教員にする技術支援やウェビナー、オンライン
指導法に関する研修」や「学生への支援として、回答した高等教育機関の
96％が学生を対象としたオンライン・ オフィスアワー」（Farnell et al., 

2021:23 & Martel, 2020b:4）を提供していたと記述されている。また、同調査
報告書では「一部の高等教育機関では、インターネットにアクセスできな
い学生や奨学生のために、インターネットサービスやハードウェアの貸し
出しを手配した」と報告されている（ibid.）。
オンライン授業のための学習環境及び支援に共通する問題として、低所
得の学生やマイノリティが直面する課題が複数の報告書で示されており、
Digital Promiseと Langer Research Associatesの調査報告書（B19）では次のよう
に指摘されている。

「ヒスパニック系の学生は、学習と家庭・家族の責任とのバランス、
静かな学習場所の確保、インターネットへの接続性の問題、学習中の
サポートをどこに求めればよいかわからないなどの理由で、オンライ
ン指導開始後も学習プログラムへの継続的な参加に大きな課題を抱え
ているグループとして認識されている」（Farnell et al., 2021:39 & Means et 

al., 2020:12-14）。
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また、ユネスコの調査（C25）でも、「31カ国からは、特に高等教育への
アクセスや教育・学習の質における不平等の拡大が懸念される」という報
告がされている（UNESCO, 2021:22）。

4.3.3.　学習施設の利用
自宅や寮に良好な学習環境を確保できない学生にとって、図書館等の大
学がキャンパス内の学習施設を利用できるかは、学習の継続にとって重要
な条件となる。

ESUによる欧州の学生調査（A9）によると、授業の学習資料にいつでも
アクセスできると回答した学生は 31.9％に留まり、静粛な学習環境の確保
（37.4％）と合わせて、この結果は図書館へのアクセスが制限されたことが
影響していると推測されている（Farnell et al., 2021:28,35 & Doolan et al., 

2021:29）。
また、EUの留学プログラム「エラスムス・プラス」への参加学生を対
象にした調査（A8）では、「69％の回答者が、図書館などの特定の教育施設
への物理的なアクセスができない」（Farnell et al., 2021:49 & European 

Commission - DG EAC, 2020a:4）ことが報告された。
UNITWIN/UNESCOの調査（C22）は、パンデミック初期段階の 2020年 3

月のデータではあるが、大学の図書館を開館もしくは限定開館していた大
学はわずか 15％で、残りの 85％はオンラインを通じたアクセスのみ利用
可能であった（UNESCO, 2020:18）と報告している。
文部科学省の調査（D29）では、大学施設の利用可否の状況について尋ね

ており、「全面的に利用可」との方針の大学は 2020年度後期 33.9％、2021

年度前期 62.5％、2021年度後期 66.8％と推移している。一部利用制限を設
ける方針の大学を含めてほぼすべての大学が施設利用可と回答している
が、約1/3の大学においては制限のある施設利用の状態であった（文部科学
省、2020d:1, 2021a:2, 2021b:2）。

4.3.4.　学修成果への影響
パンデミックによる学習環境の変化が学習者の学修成果に及ぼす影響を
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測定することは容易ではないが、いくつかの調査において関連するデータ
が示されている。
欧州での学生調査（A9）によると、「調査対象となった学生の約半数

（47.43％）がパンデミックで対面授業が中止されたことで、自身の学業成
績が悪化した」（Farnell et al., 2021:28 & Doolan et al., 2021:18）と感じている。
この結果について、DG EAC報告書では下記のような重要な指摘をしてい
る。

この結果は、緊急遠隔講義の質に学生が概ね満足しているという同調
査の結果と矛盾するように思われるかもしれない。しかし、この調査
結果は、教育の提供に対する満足度と学習条件に対する満足度を混同
してはならないことを示している。（Farnell et al., 2021:28）

アリゾナ州立大学の学生調査（A10）によると、「パンデミックの学生へ
の悪影響は、低所得層の学生ほど大き」く、「低所得の学生、人種的マイノ
リティ、第一世代の学生は、同世代の学生と比較して学業成績に大きな負
の影響を受けた」（Farnell et al., 2021:39 & Aucejo et al., 2020:2）と指摘されてい
る。

・ COVID-19の流行により卒業を遅らせることを計画している学生は
調査対象者全体の 13％に上ったが、低所得層の学生は、より裕福な
クラスメートよりも卒業を遅らせる傾向が 55％高く、COVID-19に
よってその学期の成績に 30％も大きなマイナスの影響が出ると予
想し、COVID-19により履修する科目を選ぶ際に影響があったと報
告する傾向が 41％高くなった。
・ 非白人の学生は、白人の学生に比べ、学習コースを変更したと報告
する傾向が 70％強かった。

・ 第一世代の学生は、高学歴の両親を持つ学生に比べ、卒業を遅らせ
る可能性が 50％高かった。

（Farnell et al., 2021:39 & Aucejo et al., 2020:6）
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DG EAC報告書では、高等教育の中期的なリスクは公平性に関すること
であると指摘し、World Bankの報告書を引用するかたちで次のように述べ
ている。

世界銀行の報告書でも強く強調されている中期的なリスクは、高等教
育における公平性に関わるものである。新しい学習環境への挑戦、技
術的アクセスの欠如、学業・財政・心理的サポートの欠如のために、
社会的弱者や不利益を被る学生が「取り残されない」ことをいかに確
保するかということだ。
（Farnell et al., 2021:30 & World Bank, 2020a:8-9）

4.4.　学生生活へのインパクト
COVID-19のパンデミックにより学生生活は劇的に変化をした。本節で
はいくつかの観点から、パンデミックによる学生生活へのインパクトを整
理する。

4.4.1.　学習の負担
European Students’ Union（ESU）の欧州の学生向け調査（A9）によると

50.74％の学生が対面授業の中止前と比べて学習の負担（Workload）が増加
したと回答し、変化なしと回答した学生（25,46％）のほぼ 2倍となってい
る。学生はその理由を「教員が追加的な課題によって対面授業の欠如を
補ったため、結果として作業負荷が増加した」（Doolan et al., 2021:4）と回答
している。
同じく ESUによる全世界の学生向け調査（A13）によると、地域によって
学習の負担が増加したと回答した学生の割合が異なることがわかる。オセ
アニア（59.8％）、ヨーロッパ（58.0％）、北米（54.7％）の学生は半数以上が
増加したと回答しているのに対し、アジアとアフリカは 4割以下であった
（Aristovnik et al., 2020:9, fig.1）。この点について、同調査報告書では、イン
ターネット網の未整備とコンピュータスキルの不足によって学習量が減少
したことが原因ではないかと推論している（ibid., 18-19）
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また、同報告書では、学生がオンライン授業に対応するために学習義務
に対する感覚が敏感になっていることと、教員がオンライン授業に慣れて
いないために過剰な学習課題を出してしまうことが、相互に関係すること
で学習負担の増大につながっていると指摘している（ibid., 9）。
文部科学省の学生を対象にした調査（D30）では、オンライン授業の悪

かった点として「レポート等の課題が多かった」（複数回答）と回答した学
生が 49.7％いた（文部科学省 2021c:2）。また、全国大学生活協同組合連合会
（全国大学生協連）が学生向け調査（D32）によると、「オンライン授業に感
じていること」として「課題の量が多い」と回答した学生の割合は、全体
で 47.3％、2年生と 3年生では 55.2％という結果であった（全国大学生活協
同組合連合会、2021b:9）。
さらに、同連合会が毎年実施している学生の生活実態調査（D31）では、

2020年度の 1日の学習時間は平均 321.1分で、パンデミックが始まる前の
2019年より 27.8分増加しており、それ以前の傾向からは極端な変化を示し
ている（全国大学生活協同組合連合会、2021a:13）。

4.4.2.　経済面での影響
大学及び大学院で学ぶ学生は、自らが働いて得た収入によって学費や生
活費を補うことが多いが、パンデミックによる影響は大学だけではなく、
就労環境を含む社会生活全般に及ぶため、学生の経済面へのインパクトに
も注意を払う必要がある。

European Students’ Union（ESU）の調査（A9）によると、学生の経済面での
懸念は下記のような結果になっている。

・ 今期働いていた、または働く予定だった学生のうち、 28,9％が一時
的に仕事を失い、12,2％が永久的に仕事を失った。

・ 授業料を支払っている学生については、大多数（75.3％）が、自分の
教育機関で支払う授業料は変わっていないと回答している。一部の
学生については、柔軟な支払い方法が導入され（13.8％）、1.8％の学
生が今学期の授業料の支払いを取りやめたと回答した。
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・ 奨学金を受けている学生については、大多数（87.4％）が「奨学金の
額は変わらない」と回答した。しかし、ほぼ 10分の 1の学生は、危
機が奨学金の状況に悪影響を及ぼし、 奨学金の支払いが延期
（4.1％）、取り消し（2.9％）、減額（2.6％）された。
・ 14.7％の学生が学習費に、 19.8％の学生が生活費に大きな不安を感
じていた。特に、賃貸住宅や学生寮に住んでいる学生は、実家やそ
の他の宿泊施設に住んでいる学生に比べて、勉強や生活にかかる費
用に不安を感じていると回答した割合が高かった。（Farnell et al., 

2021:35 & Doolan et al., 2021:5, 30-31）

The Sutton Trustによる英国の学生向けの調査（B17）では、 34％の学生が
仕事を失って収入が減り、22％の学生が両親からの経済的支援が受けられ
なくなったと回答している。また、パンデミックの中に大学が提供した経
済的支援に不満を持った学生は 30％、満足した学生は 36％であった。しか
し、この質問には多くの学生が「わからない」と回答しており、自分の大
学がどのようなサポートを提供できるかについての認識が不足しているこ
とがわかると指摘している（Farnell et al., 2021:38-39 & Montacute and Holt-

White, 2020:1）。
同じく英国のパネル調査（B20）では、パンデミック時の学習損失につい
て、低所得層の学生の方が高所得層の学生よりも悪影響が大きいことが示
されている（Farnell et al., 2021:39 & Major et al., 2020:4-5, Figure2）。
世界全体でみると、ESUの調査（A13）ではパンデミック期間中に学生が
常に心配している個人的な懸念として、「個人の経済状態」を挙げた学生
は全体の 1/3程度であるが、地域によって差がありアフリカや南米の学生
では半数以上もしくはそれに近い割合の学生が懸念点として挙げている
（Aristovnik et al., 2020:13-14）。
また、ユネスコによる各国の高等教育行政機関への調査（C25）では、学
生にとって主要な課題は何かという設問に対して、「経済状態」に高いス
コアを付けた国が多く、加重平均では「授業の中断」（3.89）に次ぐ 2番目
に高い数値（3.83）を示している（UNESCO, 2021:11, FigureQ2-c）。
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文部科学省の学生生活調査（D30）によると、2020年度に国や大学からの
経済的な支援を受けていない学生は約半数の 49.9％で、そのうち 3/4の学
生は支援の必要はないと回答している。一方で、約 15％の学生は支援が必
要であったにもかかわらず、支援策がよくわからないなどの理由で、申請
に至らなかったと回答している（文部科学省、2021c:3）。
同調査では 2021年 1月から 2月（緊急事態宣言発令中）にかけてのアル
バイト状況についても尋ねており、 2020年 10月から 12月（未発令時）と
比較して、アルバイト収入がなくなったと回答した学生が4.1％、大きく下
がった（50％未満になった）と回答した学生が 16.5％、やや下がった（50％
から 90％程度になった）と回答した学生が 29.1％となり、合計して約半数
の学生がアルバイト収入の減少を経験していた（文部科学省、2021c:4）。
また、全国大学生活協同組合連合会の学生生活実態調査（D31）でも、

2020年前期中の学生のアルバイト状況について尋ねており、この半年間で
「引き続きアルバイト勤務があった」と回答した学生は 35.6％いるものの、
「アルバイト勤務・シフトを勤務先から減らされた」が 17.9％、「アルバイ
ト勤務・シフトを自分から減らした」が 11.2％と、厳しいアルバイト状況
に置かれていたことが示されている（全国大学生活協同組合連合会、
2021a:5と関原、2021:21）。

4.4.3.　精神面での影響
COVID-19のパンデミックによる学生の精神面へのインパクトは、様々
な調査で取り上げられている。

Student Experience in the Research University Consortium（SERU）が米国の 9つ
の公立研究大学で実施した調査（A14）では、パンデミック時の学生のメン
タルヘルスに関する知見を報告している。調査結果によると、学部生の
35％、大学院生の 32％が大うつ病性障害の陽性反応を示し、全学生の 40％
が全般性不安障害の陽性反応を示したと述べている。また、同調査ではオ
ンライン授業にスムーズに適応できた学生よりも、適応に苦労した学生は
精神的な問題を示す傾向にあると指摘している（Farnell et al., 2021:39 & 

Chirikov et al., 2020:7）。
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英国のWonkHEによる学生調査（A16）によると、2020年のパンデミック
中に毎日孤独を感じていたと回答した学生が 18.3％（前年 12.4％）、毎週孤
独を感じていたと回答した学生が 32.1％（同 26.4％）という結果で、半数以
上の学生が毎日もしくは毎週孤独を感じていることが明らかになった
（Farnell et al., 2021:41 & WonkHE, 2020:13-14）。
同調査では退学に焦点を当てた調査を実施しており、「退学を検討して
いる学生は全体では 12.6％であるのに対し、孤独感を感じている学生では
31.5％、学業環境の質に不満を持っている学生では 29.3％、大学での社会
生活の質に不満を持っている学生では 26.3％」であり、学生の精神状態や
社会的環境が退学の検討と関連していることを示唆している（Farnell et al., 

2021:41 & WonkHE, 2020:18,22,24）。
日本では、全国大学生活協同組合連合会が 2021年の夏に実施した調査

（D32）において、学生の不安について尋ねている。回答者全体の 4割以上
が選択した不安としては、「将来に対する不安を感じる」が 66.7％、「意欲
がわかず、無気力に感じる」が 45.3％、「気分の落ち込み」が 41.1％となっ
ている（全国大学生活協同組合連合会、2021b:12）。同報告書でも指摘され
ているように、他の選択肢も含めたほぼすべての不安の感情について、パ
ンデミックが始まった2020年に入学したと思われる2年生の割合がいずれ
も高くなっている点には、強く留意が必要と思われる。

4.4.4.　教員への影響
本節ではパンデミックが学生生活に与えた影響について整理してきた
が、ここでは教員に与えた影響についても少し触れておきたい。
欧州委員会（DG EAC）が、欧州のアライアンスに加盟している大学を対
象におこなった調査（B18）では、「COVID-19の危機による影響をどの程度
受けたか」という問いに対するその他自由記述項目として、「デジタル授
業への移行に伴う業務量の増加による職員のメンタルヘルス」（7 件）、
ワークライフバランス（6件）が記載されており、オンライン授業への移行
に伴い、教職員の精神面と生活面に影響があったことが示唆されている
（European Commission - DG EAC, 2020b:4）。
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また、World Bankの報告書では下記の点が指摘されている。

大学の管理・運営スタッフは、教育・学習プロセスの継続性を確保す
る責任があるため、高いプレッシャーと多大な仕事量を抱えている。
しかし、有能で献身的なサポートスタッフなくして、質の高い遠隔教
育や学習への移行を成功させることはできない。（World Bank, 2020b:7）

また、欧州の Coimbra Groupの調査報告書（A6）でも、次のように記述さ
れている。

いくつかの大学では、一部の教員が遠隔緊急授業への適応、家庭の義
務（育児、自宅学習など）に苦労しているとの報告があった。
教職員は、学生との最初の接点となることが多く、多くの学生に対し
て、技術的、学問的、個人的なサポートを、しばしば 1対 1のレベル
で提供しなければならない。（Farnell et al., 2021:26 & Gatti et al., 2020:19）

米国の The Chronicle of Higher Education による教員を対象にした調査
（C24）では、「回答者の 3分の 2以上が仕事量の増加やワークライフバラン
スの悪化に悩んでおり、特に女性教員が多い」ことが指摘されている（The 

Chronicle of Higher Education, 2020:2）

テニュア教授から非常勤講師まで、あらゆるレベルの教員が仕事量は
増え、士気は低下し、ワークライフバランスはほとんどないと言って
いる。（中略）また、この調査では、すべての教員が苦労している一方
で、男性よりも女性の方が「仕事量が増えた」「ワークライフバランス
が崩れた」「教室に戻っても大丈夫なのか不安だ」と回答している。
（The Chronicle of Higher Education, 2020:6）

同調査では、2020年以降にワークライフバランスがどのように変化した
かを尋ねたところ、「調査対象の女性教員全体の 74％が悪化したと回答し
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たのに対し、男性教員では 63％に留まり、女性教員の 82％が仕事量が増え
たと回答したのに対し、男性では 70％であった」（The Chronicle of Higher 

Education, 2020:13）と結果に差があったことが示されている。

4.5.　留学へのインパクト
COVID-19によるパンデミックは、その感染力の高さから世界規模の現
象であり、一時的なものではなくいくつかの波を繰り返しながら断続的に
続く特徴を持っているため、留学に与える影響は甚大である。そのため、
今回のパンデミックが留学に与えた影響について扱った調査は多い。

4.5.1.　留学者数への影響
世界全体での留学者数の減少はパンデミック初期の各種調査から予測さ
れていたが、欧米での 2020/2021年度が始まると実際の数値でも確認され
るようになった。DG EAC報告書では各国の資料を参照して結果として、
「ドイツでは留学生の数が 20％減、米国では 16％減（新規入学者数は 43％
減）、オーストラリアでは学生ビザの申請が 80～ 90％減となった」と示し
ている（Farnell et al., 2021:13, 51）。また、Erasmus Student Network（ESN）の EU

エラスムス・プラス・プログラムに参加している学生向け調査（A4）によ
れば、調査時点で 25％の学生が、留学がキャンセルされたと回答していた
（Farnell et al., 2021:47 & Gabriels et al., 2020:8）。
パンデミック初期は中国人留学生のモビリティへの影響が大きかった。
米国 Institute for International Education（IIE）の調査（A1）によれば、87の大学
（37％）が、「自校に在籍する中国からの留学生 831人が COVID-19に関連
する渡航制限の影響を受けた」（Martel, 2020a:3）と回答している。但し、「渡
航制限の影響を受けた中国人留学生は、回答校における中国からの留学生
総数の 0.4％未満で、（中略）中国人学生の大半は、冬休みに帰省していな
いか、キャンパスに戻っていたため、すでに米国のキャンパスにいた」と
述べられているように、渡航制限による影響だけではなくすでに留学中の
学生への影響が大きかったことが推測される。
これは中国人留学生に限定した話ではなく、先述の ESNの調査（A4）で
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も、欧州への留学プログラムに参加中の 42％15）の学生が留学先に滞在中と
回答していた。一方で、「データ収集初日には 47.2％が滞在と回答していた
が、調査終了時には 38.8％となり、8.5ポイント近く減少した」（Farnell et al., 

2021:47 & Gabriels et al., 2020:9-10）と記されており、短期間で帰国する留学
生が増えたことを示唆している。
また、International Association of Universities（IAU）の世界各地の大学を対象
にした調査（A5）でも、「53％の高等教育機関が、自分の教育機関に留学生
が滞在している」と回答しており、具体的な人数は示されていないが、パ
ンデミック期間中の新規留学だけではなく、パンデミックより前に留学中
の学生についても大きな影響を与えたことがわかる（Farnell et al., 2021:47 & 

Marinoni et al., 2020:27）。

4.5.2.　大学の対応
大学の対応は、送り出す（アウトバウンド）場合と受け入れる（インバウ
ンド）場合で異なる。European Association for International Education（EAIE）に
よるパンデミック初期段階の調査（A2）では、学生の流動性への対応とし
て、延期を選択と回答した大学はアウトバウンド（自国から出国する）に
ついては 30％、インバウンド（自国に入国する）については 40％であった
（Rumbley, 2020:15）。一方、場所の変更を選択と回答した大学は、アウトバ
ウンドで 21％、インバウンドで 5％という結果であった（ibid.）。
留学生教育学会による日本国内を対象にした調査（D28）によると、2020

年 7月末現在での派遣留学（アウトバウンド）の方針について、「決定済み」
と回答した大学が 55％であり、その内訳は「すべて中止」が 47％、「国・
地域により対応が異なる」が 7％、「全てオンラインでの授業参加」が 1％
となっていた（中野ら、2020:28-29）。
同様に、留学生受け入れ方針（インバウンド）については、「決定済み」

と回答した大学が 64％で、その内訳は「受け入れ中止」が 41％、「国・地
域により対応が異なる」が 9％、「受け入れは実施もしくは準備・来日させ
る」が 7％、「全てオンラインでの授業提供・越境なし」が 7％であった（中
野ら、2020:28）。
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4.5.3.　オンライン・プログラムの導入
物理的な移動が不可能になったことに伴い、留学プログラムをオンライ
ン化する動きが急速に進んだ。

Institute for International Education（IIE）による米国の大学を対象にした 2020

年秋学期の調査（C23）によれば、「すでに在籍している留学生に加え、夏
学期に登録した新規または継続の 7,297人の学生が、授業を受けるために
米国に来ることができなかった」と推定し、「これらの学生をサポートす
るために、大学は、オンラインでの授業受講（58％）、秋学期（40％）また
は春学期（39％）以降への延期、払い戻し（10％）などの選択肢を提供した」
と述べている（Martel, 2020c:5）。

German Academic Exchange Service（DAAD）の調査（A11）では、ドイツでは
2020年の夏学期に約 4分の 3（74％）の大学が、留学生向けにオンラインに
よる学習コースを提供した（Kercher and Plasa, 2020:15）16）。
一方で、QSの学生向け調査（A15, B21）によると、78％の回答者が「留
学プログラムをオンライン学習環境に移行することに伴い、学費が値下げ
されるべきだと回答しており、留学生にとってのオンキャンパスでの体験
の重要性が確認された」（Farnell et al., 2021:53, QS, 2020a:8 & QS, 2020b:9）と
指摘している。
但し、パンデミックの状況変化に伴い、オンラインによる代替プログラ
ムから、対面での学習機会を提供する動きが加速している。米国 IIEによ
る調査（C26）では、2021年春学期には「半数以上（52％）の教育機関にお
いて留学生のほとんどが対面の授業に出席している」（Martel and Baer, 

2021:3）と報告されており、さらに秋学期に関する調査（C26）では、「約
90％の教育機関が留学生に米国での直接留学を提供する予定であり、（中
略）対面式とオンラインのハイブリッドを提供する大学が 58％、残りの
32％は留学生に対面式のみを提供する意向である」（Martel and Baer, 2021:8）
との結果を示している。
それに加えて、ビザの遅延や渡航制限のために米国に渡航できない可能
性のある学生に対しては、「約 77％の教育機関が 2022年春まで学生の入学
を猶予することに言及し、47％が直接キャンパスに来られるようになるま
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でオンラインでのプログラムを提供する」（Martel and Baer, 2021: 9）と述べ
ている。

4.5.4.　留学生への支援
Erasmus Student Network（ESN）の調査（A4）によれば、留学生は様々な支
援を受けており、最も多かった回答が「学業支援」（74.4％）、次いで「社
会的支援」（32.8％）、「心理的支援」（17.1％）、「物流支援」（16.8％）、「言
語的支援」（14.0％）、「医療支援」（8.1％）の順で、「全くサポートを受けな
かった」と回答した学生は 14.7％であったと報告されている（Gabriels et al., 

2020:11-12）。
一方で、 上記のようなサポートを提供してくれた人については、「家
族・友人」が 68.7％と最も多く、「ホスト大学」は 58％、「自身の所属大学」
は 44.6％にとどまっており、自身の所属大学から充分な支援を受けられな
かったと感じている留学生が半数以上いることがわかる（Farnell et al., 

2021:48 & Marinoni et al., 2020:27）。
DG EAC報告書では、IAUによる調査（A5）を引用して、危機における危

機管理計画の重要性を指摘している。IAUの調査によれば、自大学と海外
の提携大学の両方で危機管理計画を持っていたと回答したのは 36％、自大
学のみが 34％、提携大学のみが 3％で、残りの 27％がどちらの大学も有し
ていないという回答であった（Marinoni et al., 2020:28）17）。
同じく DG EAC報告書では、複数の調査結果を比較して、学生側と大学
側で支援についての見解及び満足度が異なることも示唆されており、パン
デミック時のみならず、大学から学生に向けた情報発信時に留意すべき点
として参考になるデータと言える。

IAUの調査（Marinoni et al., 2020）では、回答したほぼすべての教育機関
は、パンデミックへの対応について留学生とのコミュニケーション
チャネルを設け、留学生に追加のサポートを提供していた。ドイツと
米国の調査でも、同様の結果が反映されている。ドイツでは、調査対
象機関の 92％が自国の学生の海外からの帰国を支援していた（Kercher 
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and Plasa, 2020）。米国では、調査対象機関の半数以上が帰国する学生に
経済的・物流的支援を行い、80％以上の機関がキャンパス内の留学生
に安全、 健康、 ビザの質問に関する支援を強化している（Martel, 

202018））。
しかし、ESN（Gabriels and Benke-Aberg, 2020）の調査では、これらの調
査結果とは異なる視点が示されている。欧州の留学生（EU加盟国と非
加盟国の両方を含む）は、教育機関から受けた支援に概ね満足してい
る一方で、一定のギャップが確認された。健康対策に関する情報の入
手は、78％の学生が肯定的であると判断した一方で、渡航制限に関す
る情報の入手は 65％にとどまり、3分の 1から 4分の 1の学生は、パ
ンデミックの際の健康や渡航に関する事項のコミュニケーションの質
に満足していないことが示された。
（Farnell et al., 2021:48, Marinoni et al., 2020:17, Kercher and Plasa, 2020:4, 

Gabriels and Benke-Aberg, 2020:10-11 & Martel, 2020b:6）

4.6.　研究へのインパクト
パンデミックが研究に与えた影響について、現状ではまだ量的調査が少
ないが、いくつかの調査結果が報告されている。
ユネスコによる調査報告書（C25）では、COVID-19パンデミックは、世
界的に教育・研究活動の停止や中止を引き起こしたと指摘しているが、一
方で肯定的な面についても取り上げている。

・ キャンパス閉鎖のため、多くの研究活動に悪影響が及んでいる。41

カ国が COVID-19のために研究活動が停止または遅延したと報告
し、4カ国が研究活動の終了を報告した。一方、8カ国は COVID-19

が自国の研究活動に影響を及ぼしていないとし、 15カ国は医学や
COVID-19関連分野に関連する研究活動の増加を報告した。

・ 33カ国が、教育および研究における大学の拡張活動の停止または遅
延を報告した。11カ国が COVID-19の影響により一部の活動の終了
を報告した。
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・ 対面式の活動は制限や遅れが生じているが、大学はデジタル通信を
通じて学習や研究の機会を提供し続けることができている。セミ
ナー、オンライン会議、学術プログラムなどの新しい機会が生ま
れ、通常、政府の資金援助や支援の増加によって可能になった。16 

の回答者（ほとんどが高中所得国）は、パンデミックの間、既存の活
動が増加したり、新しい活動が生まれたりしたことを述べている

（UNESCO, 2021:3）

UNITWIN/UNESCOによる調査報告書（C22）では、研究において何らか
のプラスの効果があったと報告した機関は少数で、大半の機関がマイナス
の影響があると報告している。プラスの効果として具体的に挙げられてい
るのは、研究時間の増加、新しい知識や革新的な戦略の開発、文献・デー
タベース・文書への自由なアクセスが増加したことなどである。一方、マ
イナスの効果としては、研究の遅れや中断・中止、研究室へのアクセスが
できない、オンラインでは利用できない機器や図書館の蔵書がある、研究
契約の延長、研究助成金の停止による経済的な影響、大学による資金提供
の停止、モチベーションの欠如とテレワークモードへの適応の必要性、不
安やストレス、科学的・学術的イベントやセミナーの延期や中止等が挙げ
られている（UNESCO, 2020:19）。
一方で、Times Higher Education（THE）が大学関係者向けに実施した調査

によると、パンデミックによって科学・研究の国際協力が強化されるかと
いう質問に対し、 同意するという回答は 60％、 そうでないとの回答は
12％、特に中東と北アフリカ（MENA）では79％が同意するという結果だっ
たと示されている（Jump, 2020）。
他方、YERUNの報告書では、研究者のおかれた状況について次のように
指摘している。

オンライン授業やオンラインウェビナーのために、作業時間が劇的に
増え、研究に集中することが難しくなっていることが指摘されていま
す。これと密接に関係しているのが、仕事と私生活のアンバランスで
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す。特に、子供や介護の責任を持つ研究者は、自宅で仕事をすること
に大きな困難を抱えています。（YERUN, 2020:13）

4.7.　社会連携へのインパクト
大学は地域コミュニティや産業界など多様なステイクホルダーと連携を
している。COVID-19パンデミックが社会連携に与えたインパクトを量的
データから分析した資料は今回収集した資料には含まれていないが、いく
つかの調査ではパンデミックと大学間連携の関係について言及している。

International Association of Universities（IAU）がパンデミック初期に実施した
調査（A5）では、COVID-19のパンデミックが大学間連携に影響を及ぼして
いると 64％の大学が回答した（Marinoni et al., 2020:21）。そのうち 51％は
「ローカルな課題に集中するため連携が弱まった」と回答し、「連携を強化
して COVID-19に対応するための調整をおこなった」との回答は 18％で
あった。一方で、ヴァーチャル留学や共有リソースの作成など「連携機関
との新たな機会を創出した」と回答した大学が 31％あった（ibid.）。
また、Coimbra Groupの調査報告書（A6）では、今回のパンデミックを契
機に大学間ネットワークが重要な位置付けとなると指摘している。

国際的なモビリティの崩壊を克服するためには、コインブラグループ
のような国際的なネットワークの役割が非常に重要になるであろう。
近い将来、私たちはおそらくモビリティスキームを見直し、バーチャ
ルやブレンデッドモビリティを含む、財政的に実現可能な交換プログ
ラムの開発を試みる必要がある。コインブラグループの学生交流ネッ
トワークは、学生やスタッフの交流をさらに発展させるための素晴ら
しいフレームワークとなる（Gatti et al., 2020:16）。

一方、産学連携については、欧州委員会（DG EAC）の調査報告書（B18）
において、「COVID-19の危機による影響をどの程度受けたか」という問い
への回答のその他の回答例として、 産学連携（9 件）との記載がある
（European Commission - DG EAC, 2020b:4）。
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学生の就職・採用活動を広い意味での産学連携・接合と捉えるならば、
パンデミックが採用活動に与えた影響についても注目が必要である。日本
経済団体連合会（経団連）の調査によると、2020年の採用活動においては、
回答企業の 90.1％が企業説明会等を中止し、同じく 72.6％が合同企業説明
会への参加を取りやめたと回答している一方で、 38.0％が企業／事業所紹
介映像を作成・公開し、15.8％が SNSを通じた情報発信をしたと回答して
いる（日本経済団体連合会、2020:4）。
このような採用活動の変化をふまえて、採用と大学教育の未来に関する
産学協議会は「ポスト・コロナを見据えた新たな大学教育と産学連携の推
進」というタイトルの報告書を取りまとめ、オンライン・インターンシッ
プの実施や産学連携によるリカレント教育の推進などについて提言してい
る（採用と大学教育の未来に関する産学協議会、2021）。
さらに異なった視点から、新型コロナワクチンの大学拠点接種をパンデ
ミック下において新たに生まれた社会連携として捉えてみることもでき
る。文部科学省の 2021年 9月 5日時点での調査結果によると、対象となる
大学と高等専門学校 1,179校中 760校が拠点大学もしくは参加大学として
接種機会を提供し、 1,039,378名の学生（当該大学の総学生数の 40.6％）と
112,899名の教職員（当該大学の総教職員数の 29.5％）、さらに自大学の非
常勤職員や地域住民・学校等の関係者ら 394,969名が大学接種拠点におい
て接種をしたと報告されている（文部科学省、2021d）。

4.8.　大学運営へのインパクト
大学運営には、ここまで概観してきた高等教育の諸機能・諸側面がすべ
て関連してくるが、本節では組織としての大学運営の基盤となる財政面及
び人的な側面に絞って、関連する調査結果を示す。

Inside Higher Ed（IHE）が米国の大学のトップ（理事長・学長）を対象に実
施した調査（A3）によると、短期的な懸念として「予算化されていない短
期的な財政コスト」を挙げた回答者が 86％、長期的な懸念として「全体的
な財政の安定性」を挙げた回答者が 88％であったと記されている（Inside 

Higher Ed, 2020:7-8）。また、それに関連するものとして短期的な懸念として
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は「加速する学生数の減少」（84％）、長期的な懸念として「将来の学生数
全体の減少」（90％）が挙げられており、特に後者は長期的な懸念の中で
トップの項目となっている（ibid.）
同調査はパンデミック初期の 2020年 3月と 4月の 2回実施されており、
授業料の返還要求への懸念は 55％（3月）から 42％（4月）に、寮費や食費
の返還要求への懸念は 62％（3月）から 35％（4月）にそれぞれ減少してい
る。他方、同窓生や寄付者から寄付の減少への懸念は 56％（3月）から 64％
（4月）と増加している（Inside Higher Ed, 2020:8）。

Times Higher Education（THE）の大学関係者向けの調査（A12）には、大学
入学者の減少が見込まれる場合、自大学の財政に大きな影響を与えるかと
いう設問があり、その回答には顕著な地域性が現れている。例えば、北米
では国内学生の減少に対して約 80％、留学生の減少に対して約 90％が財
政面への影響があると同意しているのに対し、日本では国内学生の現象に
対して約 40％、留学生の減少に対して 10％未満と回答しており、学生数の
減少による財政面への影響についての認識が異なることがわかる（Jump, 

2020）。DG EAC報告書においても、留学生の人数が多く授業料収入の多く
を依存している国 （々例えば、米国、英国、オーストラリア、ニュージー
ランドなど）は大きな影響を受ける可能性があると指摘している（Farnell et 

al., 2021:53）。
大学組織の人的側面についての調査は多くはないが、DG EAC報告書で
は、「教員ではない職員について言及した報告は多くないが、 彼らもリ
モートワークの課題に直面し、また、一部のスタッフ（ITサポートサービ
スなど）は業務量の増加に直面している」 と指摘している（Farnell et al., 

2021:24）。さらに、UNESCO IESALCの報告書を参照するかたちで、「一部
の高等教育機関が財政的安定を維持するために実施する可能性のある
COVID後の措置により、雇用が減少する可能性があるという点では、非教
学職員が「最も脆弱な部門」 である」（Farnell et al., 2021:24 & UNESCO 

IESALC, 2020:22）と言及している。
World Bank（2020b）は提言の一部として、パンデミック中は「実現可能な
限り人員配置の凍結を検討すべき」で、パンデミックの終結後は「中期的
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な人員配置の必要性を検討する好機となる」と述べている。また、パンデ
ミックを契機に「機関や学会が失ったスタッフを呼び戻すことは場合に
よっては難しいかもしれず、さらに経営陣はプレッシャーにさらされる可
能性の高い事務職員の具体的な状況を考慮する必要がある」と指摘してい
る（World Bank, 2020b:2, 10-11）。

5.　まとめに代えて
本稿では、DG EAC報告書にまとめられた各種調査による量的データを
示しながら、COVID-19パンデミックが高等教育に与えたインパクトを複
数の観点から整理した。
パンデミックによる授業の中止・中断の影響を軽減するため、オンライ
ンによる授業が急激に浸透し、科目形態等によるばらつきはあるが、その
移行は比較的満足できる水準で行われたことがわかった。また、パンデ
ミックの状況変化によって、対面授業が実施可能な状態になってもオンラ
イン授業が完全になくなるのではなく、対面とオンラインを併用するハイ
ブリッド形態で授業が実施されていることがわかった。
一方、学習環境については学生によって影響に差があることが示唆され
た。オンライン授業について良好な学習環境が得られなかった学生がいた
だけではなく、学生の属性や置かれている状況によって、適切な学習環境
にアクセスするための支援を受けることができなかったことや、平常時に
大学キャンパスの各種施設が、学生の良好な学習環境を提供するための大
きな役割を果たしていたことが明るみになった。
学生生活全般においては、課題の増加による学習面での負荷が増大した
だけではなく、アルバイトをはじめとする経済面での影響、他者との接触
機会が激減したことによる精神面での影響など、パンデミックは学生の生
活全体に大きなインパクトを与えた。また、教職員にとっても、業務負荷
の増大はワークライフバランスの変化をもたらし、生活に大きな影響を及
ぼした。
留学に代表される学生の流動性は、パンデミック初期に最も直接的な影
響を受けた側面であった。学生の受け入れ、送り出しはほとんどが中断さ
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れ、すでに留学中であった学生についてもプログラム途中での帰国など大
きな変化がもたらされた。行政機関や大学等からの支援は継続的に実施さ
れていたが、留学生が必要としている支援が必ずしも行き届いたとは言え
ず、平常時から危機管理計画を共有しておく必要性が示唆された。
研究面では、オンラインでの交流及び研究資源へのアクセスが促進した
という肯定的な変化が一部では指摘されたが、研究計画の中断やキャンパ
ス内にある研究資源・機器へのアクセスが遮断されたことに加えて、在宅
勤務に伴うワークライフバランスの変化など否定的な影響が多く指摘され
た。
大学の社会連携においてもパンデミックのインパクトは避けられず、オ
ンライン授業への緊急対応に資源を集中するため、社会連携活動への注力
が低下したり、企業による学生の採用活動が変化したりするなどの影響が
示された。一方で、大学間ネットワークの意義が再認識されたり、ワクチ
ン接種会場の提供による新たな社会連携機会が創出されたりするなど、大
学と社会との関係性の再構築につながる側面もみられた。
最後に、大学運営については財務面及び人的側面において、短期的な影
響はまだそれほど確認されていないが、留学生をはじめとする学生募集に
ついては、今後大きな変化が生じることが懸念されており、中長期的には
財政面を中心に大学運営に大きなインパクトを与えることが示唆された。
本稿では、パンデミックによる高等教育のインパクトについて、各種調
査における量的データを中心に整理したが、ここで紹介することができな
かった調査や、学生募集や就職など今回は独立して取り上げることができ
なかった側面が多く存在する。
ある意味において、パンデミックは組織としての大学やそれに関わる学
生及び教職員が、平常時には意識することがなかった側面に光を当てたと
も言える。逆に言うと、今後の高等教育のあり方を考える際に、考慮すべ
き側面がパンデミックによって明白になったと捉えることができる。
今回参照したいくつかのデータが示すように、高等教育を担うひとつの
制度・システムである大学は、パンデミックのような緊急事態においてあ
る種の脆弱さを露呈するが、一方で、自由で自立的な知的営みの空間とし
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ての大学は、こたえの見えない状況の中でも思考を働かせ、新たな試行を
積み重ねていく潜在的な力を有しているということを、これらのデータが
示していると言えるかもしれない。

注
 1） 同報告書が主に利用した調査一覧（p.20-21の Table1「国内外の高等教育関係

者、研究者が実施した調査の概要」）では 16の調査が挙げられているが、その
中には 2種類の調査を実施した機関が 2つ含まれているため、調査実施主体と
しては 14と数えられている。

 2） DG EAC 報告書の Table1（Farnell et al., 2021:20-21）では、”Martel（2020a）”
と ”Martel（2020b）”と示された報告書が逆に掲載されている。同報告書におい
て ”Martel（2020a）”と記載されている調査報告書は、実際には 2020年 4月から
5月にかけて米国の 599大学を対象にした調査をまとめたものであり、 同じ
く ”Martel（2020b）”と記載されている調査報告書は、実際には 2020年 2月に米
国の 234大学実施された調査である。本稿では二つの調査を実施期間及び報告
書発行日が古い順に並べて、Martel（2020a）とMartel（2020b）を DG EAC報告書
での記載とは入れ替えて表記した。

 3） DG EAC報告書の Table1（Farnell et al., 2021:20-21）では、3月に米国の 172大学
に実施した記録しか示されていないが、参照元の報告書である Inside Higher Ed 
（2020）を確認すると、3月と 4月の 2回調査が実施されたことが記載されてい
るため、明確に判別できるように追記した。

 4） DG EAC報告書の Table1（Farnell et al., 2021:20-21）では、参照元資料として
European Commission（2020）として表記されているが、文献リストで示されてい
る文書は 2025年までの欧州教育圏の実現に関する欧州委員会からの通達であ
り調査報告書ではない。内容を精査したところ、Table1で示されている報告書
は European Commission （DG EAC） （2020a）であることが判明したため、本論考で
は European Commission （DG EAC） （2020a）として表記した。

 5） QS による同報告書は、QS が実施していた ”QS coronavirus survey of higher 
education institutions” の 2020年 7月 14日時点のデータを用いている。同報告書に
は QSが実施した調査の回答数等の情報が記載されておらず、QSが発行してい
る他の報告書からも正確な情報を把握することができなかったため、DG EAC
報告書（Martel et al.,2020a）のTable1に記載されている回答者数と国・地域数を転
記した。

 6） QSによる同報告書は、QSが実施していた ”QS coronavirus survey of prospective 
international students” のデータと、他機関による複数の調査結果を組み合わせて
構成されている。同報告書には QSが実施した調査の回答数等の情報が記載さ
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れておらず、QSが発行している他の報告書からも正確な情報を把握すること
ができなかったため、今回は「不明」として記した。

 7） 教員を対象にした調査であり、教員側からみた授業支援、就業環境、ワーク
ライフバランスに関してのデータが記載されている（The Chronicle of Higher 
Education, 2020:7,9,13,19）。

 8） 参照元の報告書では 67％と記述されている（Marinoni et al., 2020:23）。
 9） この 2つの調査の中間に 2020年 4月 23日時点での同様の調査が実施されて

いるが、1回目の調査と比較して回答数が 100校近く減少していたこともあり、
「遠隔授業を実施する」との回答が未回答を含めた全体の 40.5％、「検討中」が

26.7％（文部科学省、2020b:2）と 1回目調査より低い数値となっている。なお、
この第 2回調査のみ、対象となる全学校数（1,180校）ではなく回答学校数（804
校）を母数として割合が計算されているため、公開されている資料では上述の
割合と数値が合致しない。

 10） A9（Doolan et al., 2021）の設問は複数回答、A13（Aristovnik et al., 2020）の設問は
「最も代表的な」オンライン授業形態を尋ねる単回答である。

 11） Farnell et al.（2021）では、「回答した 2,000の高等教育機関のうち…」と記述さ
れているが、Jump（2020）を確認した限りでは 200の誤りであると推測できる。

 12） 講義科目の満足度は平均で 3.26、中央値・最頻値ともに 5段階中 4であるの
に対し、演習科目は 3.13、実習系は 2.89で、いずれも中央値が 3、最頻値が 4
であった（Doolan et al., 2021:18）。

 13） 上記の注 15と同様に計算すると満足度の平均は 3.45、中央値・最頻値ともに
5段階中 4であった（文部科学省 , 2021:2）。

 14） 但し、同プログラムに参加する大学は、プログラムの参加要件として優れた
インフラを備えていることが求められているため、この調査結果が欧州の高等
教育機関を代表しているわけではないということも付記されている（Farnell et 
al., 2021:26 & European Commission - DG EAC, 2020a:4）。

 15） DG EAC報告書では 43％と記載されている（Farnell et al., 2021:47）。
 16） DG EAC報告書では 85％と記載されているが、参照元にはその記述はなくお
そらく誤記と推定される（Farnell et al., 2021:48）。

 17） DG EAC報告書では、「自校だけ有している」が 34％と合致しているが、「両
方とも有している」が 42％、「どちらも有していない」が 23％と記述されてお
り数値が合わない（Farnell et al., 2021:48）。

 18） DG EAC報告書では、Martel（2020）と記載されているが、内容を照合すると
Martel（2020b:6）と推測される（Farnell et al., 2021:48）。
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